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自然災害による貨物鉄道線区の被災がもたらす社会的影響の分析
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　In recent years, the railway network has been damaged by natural disasters, and the rail freight corridor trends 
to be often unavailable for a long period. Since there are many transport countermeasures, such as business con-
tinuity plan (BCP) to be taken against the natural disasters, it is required to objectively evaluate the relevant im-
pacts. In this paper, we systematically organize the transportation capacity structure in the railway line, to com-
paratively analyze the situations between the normal and disaster term. Finally, using a case study, the increase 
in volume of CO2 emissions is discussed, as an example of social impact caused by the damaged freight corridor. 
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１．はじめに

　近年，自然災害によって鉄道路線が被災し，鉄道貨物

輸送ルートが長期間不通となる事象が発生しており，そ

の影響を客観的に評価することが求められている。そこ

で，本研究では貨物鉄道線区が不通になることによって

社会経済に及ぼす影響を考察する。

　本論文では，まず自然災害による貨物鉄道の被災につ

いて，災害時の事業継続計画 (BCP)とすることが可能な

輸送対応策を整理し，関連制約条件の分析結果を述べる。

　次に，鉄道線区を考慮する輸送ネットワークにおける

輸送 OD 表の設計による輸送力の指標を体系化したうえ

で，分析対象線区における平常時の輸送体系と災害時に

採り得る輸送体系を比較し，それに基づく輸送力の低減

について考察する。

　そして，具体的なケーススタディとして，被災した鉄

道線区における平常時と災害時の貨物輸送量を比較し，

社会的な影響の分析結果を例示する。

２．災害による貨物鉄道の被災

2. 1　輸送ルートの長期間不通

　自然災害により貨物鉄道輸送ルートが長期間不通と

なった 1990 年以降の主なケース１）２）を，表 1 に示す。

　表 1 に示した線区は，鉄道貨物輸送ネットワークの重

要な構成部分であるが，2014 年の土砂災害を除き，ほ

ぼ 1 カ月以上にわたり線区不通となった。

　貨物鉄道輸送ネットワークは，貨物鉄道事業者が所有

する貨物駅および貨物駅と幹線鉄道をリンクする連絡線

と，複数の旅客鉄道事業者と第三セクターが所有する幹

線鉄道で構成される。貨物鉄道事業者は，第二種鉄道事

業として幹線鉄道を利用して旅客列車運行の間合で貨物

列車を運行する。また，貨物列車には，車扱い列車とコ

ンテナ列車がある。車扱い列車は，主に特定の線区を走

行する石油列車などであるが，コンテナ列車は，全国の

範囲で製造業の製造品をはじめ，国民の日常生活に関わ

る宅配便や農産品など，多種類の貨物を運ぶ。このため ,
いったん幹線鉄道のある線区が自然災害により貨物列車

の運行不能となる場合は，被災した線区の輸送損害だけ

でなく，中長距離の貨物輸送を担っているコンテナ列車

も運休になることで，広範囲の輸送影響を及ぼし，それ

によってもたらされる社会経済的な影響が相当に拡大す

ると考えられる。

　一方，自然災害による経済被害推計３）や新幹線の長

期間不通による利用者損失の評価４）についてなされた

研究はあるが，貨物鉄道線区が不通になった場合の社会

的影響の考察については，著者らの知る限り研究例が見

表１　自然災害により線区が長期間不通となった事例
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の運行不能となる場合は，被災した線区の輸送損害だけ

でなく，中長距離の貨物輸送を担っているコンテナ列車

も運休になることで，広範囲の輸送影響を及ぼし，それ

によってもたらされる社会経済的な影響が相当に拡大す
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表１ 自然災害により線区が長期間不通となった事例 

 

時期 災害状況 不通となった線区 不通期間

1991年 新小平駅水害
武蔵野線

新秋津駅～西国分寺駅間の線区
2カ月

1995年 阪神・淡路大震災
東海道・山陽線

住吉駅～六甲道駅間等の線区
2カ月以上

2000年 有珠山噴火災害
室蘭線

長万部駅～東室蘭駅間の線区
3カ月以上

2004年 中越地震災害 上越線 2カ月以上

2007年 中越沖地震災害
信越本線

柿崎駅～柏崎駅間の線区
約2カ月

2011年 東日本大震災

東北線
仙台貨物ターミナル駅～

盛岡貨物ターミナル駅間の線区
1カ月以上

常磐線
泉駅～岩沼駅間の線区

9年間
(2020年3月14日に

旅客列車全線運転再開)

2014年 土砂災害
東海道線

由比駅～興津駅間の線区
10日間

2018年 西日本豪雨
山陽線

岡山駅～広島駅間の線区
3カ月以上
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られなかった。

　本研究では，自然災害による貨物鉄道の長期間不通時

に採り得る輸送対応策を整理したうえで，輸送の視点か

ら社会的影響の分析を試みる。

図１　貨物輸送ネットワーク

2. 2　被災時の採り得る貨物輸送の対応策

　平成 18 年 2 月 20 日に経済産業省から公開された「中

小企業 BCP 策定運用指針」５）において，事業継続計画

(Business Continuity Plan：BCP) とは，「自然災害や大

火災等の緊急事態に備える企業の危機管理の新手法とし

て，企業が自然災害，大火災，テロ攻撃などの緊急事態

に遭遇した場合において，事業資産の損害を最小限にと

どめつつ，中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可

能とするために，平常時に行うべき活動や緊急時におけ

る事業継続のための方法，手段などを取り決めておく計

画」と定義されている。貨物鉄道事業は，中小企業では

ないが，前述したように，近年の頻繁な災害に遭遇し，

輸送ルートが長期間不通の状態となったケースが少なく

なかった。これら輸送ルートの長期間不通は，貨物鉄道

事業者だけでなく，鉄道を利用して商品輸送を行う荷主

企業や利用運送事業者などの物流関係者そして国民生活

にも大きな損害を及ぼす。それらの損害を最小限にする

ために，災害時の輸送事業継続計画においては，被災時

の利用可能な輸送対応策ならびに代替輸送手段とそれら

に関連制約条件を予め検討することが必要不可欠である。

　図 1 は，鉄道・道路・船舶などを含む貨物輸送ネット

ワークの一例６）を示す。ある貨物線区が不通となった場

合は，以下のような輸送対応策が考えられる。

（1）迂回輸送

　図 1 の拡大図に示すように，平常時に貨物列車を運行

する幹線鉄道に対するバイパス線区がある場合は，平行

線区を走行する列車本数の増発や列車組成車両数の拡大

という迂回輸送が行われる。しかし，列車間合や設備の

制約があり，応急的な列車増発や組成車両数拡大につい

ては，ハードルがかなり高いため容易ではないと考えら

れる。

　また，多くの鉄道線区は，平常時には，貨物列車が運

行しないため，災害時の迂回輸送を行うために，インフ

ラ施設を所有する事業者間の協調並びに協力が必要であ

る。さらにはそれら線区の回復整備にかかる時間と，様々

な技術的条件が異なる路線で運行する臨時貨物列車の機

関車と機関士の確保などの課題がある。

　さらに，迂回輸送のための拠点貨物駅に対しては，駅

の貨物取扱能力（列車停車配線，荷役施設，コンテナ置

き場スペース，トラック駐車スペース），物流取扱い能

力（バニング，デバンニング），関係作業員の確保（鉄

道作業員，荷役作業員，物流作業員），駅へのアクセス

道路条件など，多くの課題を解決しなければならない。

（2）代行輸送

　①トラック代行輸送

　図 1 の拡大図に示すように，貨物輸送ネットワークに

は，高速道路や国道などの多種類があり，トラック代行

輸送は相対的に支障が少ないとみられるが，コンテナ輸

送に適する大型トラック車両とトラックドライバーの手

配難についての課題を考えなければならない。

　②船舶代行輸送

　フェリー・RORO 船 (Roll-on/Roll-off Ship) そしてコ

ンテナ船などの定期船航路は，図 1 に示すように多く設

定されているが，船舶代行輸送は，あくまでも港間の輸

送である。そのため，船舶の技術的条件，港と貨物駅

の間の輸送条件（道路，大型トラックとトラックドライ

バー），港のコンテナ取扱条件（スペース，港運，荷役施設）

などの制約がある。

（3）荷主企業・利用運送事業者との輸送計画調整

　貨物鉄道の側面からの迂回輸送や代行輸送などの対

応策には，前述したようにかなり厳しい制約条件が存在

するため，上記の対応策による輸送力は平常時の輸送力

に比べて，はるかに小さいといえる。鉄道を利用してい

る荷主企業や物流関係者などにとっては，やむを得ずト

ラック・船舶への転換や物流体制の見直しと出荷調整な

ど，他の輸送手段への切替えを迫られる事態である。し

かし，少子高齢化社会の進展に伴ってトラックドライ

バー不足が深刻化しており，荷主企業や物流関係者の輸

送体制変更には，多くの困難があると考えられる。

３．線区不通による輸送力低減量の推定

3. 1　鉄道のブロック線区に基づく輸送力の OD 表

　鉄道輸送 OD データは，基本的には，始発駅（Origin）
から終着駅 (Destination) までの輸送量を記述したもの

で，統計的な単位時間における輸送人数，輸送トン数・

件数，車両運行数などの発着量を表す。鉄道輸送の OD
表は，こうした始発駅から終着駅までの枠組みの設定に

よる駅間輸送をベースとする輸送量を記述する行列表で

ある。また，鉄道路線をブロック線区に細分し，線区間
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の輸送関係を反映したブロック線区に基づく輸送 OD 表

の設計も行われている７）。

　一方，鉄道輸送は，あくまでも列車ダイヤのもとで行

われるので，鉄道路線における駅間の輸送力は，予め設

定された列車ダイヤで決定されるともいえる。ここでは，

OD 表の概念を利用して，ブロック線区に基づいた輸送

力の OD 表の設計について試みる。

　ブロック線区とは，図 2 に示すように，鉄道路線に配

置される複数の鉄道駅を線区ごとにブロック化したもの

である。例えば，ブロック線区 A は，駅 Aai（ai=1, 2，…，

an）で，ブロック線区 B は， 駅 Bbi（bi=1, 2，…, bn）で，

ブロック線区 C は，駅 Cci（ci ＝ 1，2，…，cn）で構成

される。

　ブロック線区 A とブロック線区 C は，鉄道路線にお

ける端末線区であり，ブロック線区 B は中間線区であ

る。全路線を利用して輸送を行う場合は，ブロック線区

A とブロック線区 C は，出発線区と到着線区と見なされ，

ブロック線区 B は，通過線区と位置づけられる。

　図2に示したブロック線区に基づく輸送力のOD表は，

表 2 に示すように，以下の 9 つの子 OD 表で構成される。

（1）ブロック線区内で輸送を完結する子 OD 表

　ブロック線区 A，B，C の各線区内で完結する輸送力

を記述する OD 表としては，VAA －子 OD 表，VBB －

子 OD 表，VCC －子 OD 表である。

（2）隣接ブロック線区に跨って輸送を完結する子 OD 表

　隣接ブロック線区を跨って完結する輸送力を表す OD
表は，以下のとおりである。

　VAB－子OD表は，ブロック線区Aから始発し，ブロッ

ク線区 B に終着する輸送力を記述するものである。

　VBA－子OD表は，ブロック線区Bから始発し，ブロッ

ク線区 A に終着する輸送力を記述するものである。

　VBC－子OD表は，ブロック線区Bから始発し，ブロッ

ク線区 C に終着する輸送力を記述するものである。

　VCB－子OD表は，ブロック線区Cから始発し，ブロッ

ク線区 B に終着する輸送力を記述するものである。

（3）ブロック線区を通過して輸送を完結する子 OD 表

　VAC－子OD表は，ブロック線区Aから始発し，ブロッ

ク線区 B を通過してブロック線区 C に終着する輸送力

を記述するものである。

　VCA－子OD表は，ブロック線区Cから始発し，ブロッ

ク線区 B を通過して，ブロック線区 A に終着する輸送

力を記述するものである。

　ブロック線区に基づく輸送力の OD 表には，駅間の輸

送力が記述されるとともに，ブロック線区間の輸送関係

も詳細に明確化される。

　また，図 2 に示した各ブロック線区に関連する輸送力

の子 OD 表は，以下のとおりである。

　① ブロック線区 A に関わる子 OD 表：VAA，VAB，

VAC，VBA，VCA
　② ブロック線区 B に関わる子 OD 表：VAB，VAC，

VBA，VBB，VBC，VCA，VCB
　③ ブロック線区 C に関わる子 OD 表：VCA, VCB，

VCC，VAC，VBC
　以上のようなブロック線区に基づく輸送力の OD 表

は，線区間の輸送関係などを反映するため，これらを用

いることによりある線区が不通となったときの輸送力低

減量について考察することが可能であると考えられる。

　なお，線区数やブロック線区に属する駅数の構成につ

いては，固定されるものではなく，線区に対する分析の

目的によって変更することができる。

3. 2　線区不通による輸送力の低減量

（1）輸送力の記述

　図2に示した鉄道路線の輸送力は，表2に示したブロッ

ク線区に基づいた輸送力の OD 表により，次の式 (1) で
計算することができる。

 

TT V T VAA T VAB T VAC
T VBA T VBB
T VBC T VCA
T V

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

(

� � �
� �
� �
� CCB T VCC) ( )�

             

(1)

ここで，TT(V)：各種輸送力の合計

　T(VAA)： 線区 A 内で輸送を完結する輸送力の計

　T(VAB)： 線区 A から線区 B までの輸送力の計

　T(VAC)： 線区 A から線区 B を通過する，線区 C まで

図２　鉄道路線におけるブロック線区

表２　ブロック線区に基づく輸送力の OD 表
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車両運行数などの発着量を表す。鉄道輸送の OD表は，
こうした始発駅から終着駅までの枠組みの設定による駅

間輸送をベースとする輸送量を記述する行列表である。

また，鉄道路線をブロック線区に細分し，線区間の輸送

関係を反映したブロック線区に基づく輸送 OD表の設計
も行われている 7)。 
一方，鉄道輸送は，あくまでも列車ダイヤのもとで行

われるので，鉄道路線における駅間の輸送力は，予め設

定された列車ダイヤで決定されるともいえる。ここでは，

OD 表の概念を利用して，ブロック線区に基づいた輸送
力の OD表の設計について試みる。 
ブロック線区とは，図2に示すように，鉄道路線に配置
される複数の鉄道駅を線区ごとにブロック化したもので

ある。例えば，ブロック線区Aは，駅Aai（ai=1, 2，…，an）
で，ブロック線区Bは， 駅Bbi（bi=1, 2，…, bn）で，ブロ
ック線区Cは，駅Cci（ci＝1，2，…，cn）で構成される。 
ブロック線区Aとブロック線区Cは，鉄道路線における
端末線区であり，ブロック線区Bは中間線区である。全路
線を利用して輸送を行う場合は，ブロック線区Aとブロ
ック線区Cは，出発線区と到着線区と見なされ，ブロック
線区Bは，通過線区と位置づけられる。 
 図2に示したブロック線区に基づく輸送力のOD表は，
表2に示すように，以下の9つの子OD表で構成される。 
（1）ブロック線区内で輸送を完結する子OD表 

ブロック線区A，B，Cの各線区内で完結する輸送力を
記述するOD表としては，VAA－子OD表，VBB－子OD表，
VCC－子OD表である。 
（2）隣接ブロック線区に跨って輸送を完結する子OD表 

隣接ブロック線区を跨って完結する輸送力を表すOD
表は，以下のとおりである。 

VAB－子OD表は，ブロック線区Aから始発し，ブロッ
ク線区Bに終着する輸送力を記述するものである。 

VBA－子OD表は，ブロック線区Bから始発し，ブロッ
ク線区Aに終着する輸送力を記述するものである。 

VBC－子OD表は，ブロック線区Bから始発し，ブロッ
ク線区Cに終着する輸送力を記述するものである。 

VCB－子OD表は，ブロック線区Cから始発し，ブロッ
ク線区Bに終着する輸送力を記述するものである。 
（3）ブロック線区を通過して輸送を完結する子OD表 

VAC－子OD表は，ブロック線区Aから始発し，ブロッ
ク線区Bを通過してブロック線区Cに終着する輸送力を
記述するものである。 

VCA－子OD表は，ブロック線区Cから始発し，ブロッ
ク線区Bを通過して，ブロック線区Aに終着する輸送力を
記述するものである。 
ブロック線区に基づく輸送力のOD表には，駅間の輸送
力が記述されるとともに，ブロック線区間の輸送関係も

詳細に明確化される。 

また，図2に示した各ブロック線区に関連する輸送力の
子OD表は，以下のとおりである。 
① ブロック線区Aに関わる子OD表：VAA，VAB，

VAC，VBA，VCA 
② ブロック線区Bに関わる子OD表：VAB，VAC，

VBA，VBB，VBC，VCA，VCB 
③ ブロック線区Cに関わる子OD表：VCA, VCB，VCC，

VAC，VBC 
以上のようなブロック線区に基づく輸送力のOD表は，
線区間の輸送関係などを反映するため，これらを用いる

ことによりある線区が不通となったときの輸送力低減量

について考察することが可能であると考えられる。 
なお，線区数やブロック線区に属する駅数の構成につ

いては，固定されるものではなく，線区に対する分析の

目的によって変更することができる。 
 

3.2 線区不通による輸送力の低減量 

（1）輸送力の記述 

 図 2に示した鉄道路線の輸送力は，表 2に示したブロ
ック線区に基づいた輸送力の OD表により，次の式（1）
で計算することができる。 

𝑇𝑇𝑇𝑇(𝑉𝑉)＝𝑇𝑇(𝑉𝑉𝐴𝐴𝐴𝐴) + 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝐴𝐴𝐴𝐴) + 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝐴𝐴𝐴𝐴) 
+ 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵) + 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵)
+ 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉) + 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉)
+ 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉) + 𝑇𝑇(𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉) (1)  

ここで，TT(V)：各種輸送力の合計 

 

図２ 鉄道路線におけるブロック線区 

表２ ブロック線区に基づく輸送力のOD表 

 

A1 ・・・ Aai ・・・ Aan B1 ・・・ Bbi ・・・ Bbn C1 ・・・ Cci ・・・ Ccn

ブロック線区A ブロック線区B ブロック線区C
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B1

B2

…
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…
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T(VBA) T(VBB) T(VBC)
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…
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…
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T(VCA) T(VCB) T(VCC)

TT(V)

VCC

VBA

VAC

VBB VBC

線区と駅
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の計

ブロック線区B 線区B
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線区C
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VCA VCB
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の輸送力の計

　T(VBA)： 線区 B から線区 A までの輸送力の計

　T(VBB)： 線区 B 内で輸送を完結する輸送力の計

　T(VBC)： 線区 B から線区 C までの輸送力の計

　T(VCA)： 線区 C から線区 B を通過する，線区 A まで

の輸送力の計

　T(VCB)： 線区 C から線区 B までの輸送力の計

　T(VCC)： 線区 C 内で輸送を完結する輸送力の計

　なお，輸送力の単位は，トン /日またはコンテナ個数 /日
である。

　同様に，ある鉄道線区の輸送力は，同線区に関わる

各種輸送力を分析することによって計算することができ

る。一般には，鉄道線区に関わる輸送力は，線区内で完

結する輸送力，隣接線区を跨がって完結する輸送力，隣

接線区を通過して他の線区まで完結する輸送力，そして

同線区を通過する輸送力などが含まれる。

（2）被災した線区における輸送力の低減

　ここでは，ブロック線区 B を分析対象とする，同線

区に関わる各種輸送力の子 OD 表を用いて，線区 B が

不通となったときの各輸送対応策を実施した時の線区輸

送力の低減について検討する。

　① VAA，VCC は，輸送力が維持できるブロック線

区 A とブロック線区 C に対応するので，線区 A
と線区 C の中で折返し運行を行う。

　② VAB，VBA，VBC，VCB に対しては，ブロック

線区 A とブロック線区 B における拠点貨物駅の

集配トラック輸送範囲の拡大とトラック代行輸送

を実施する。

　③ VBB に対しては，トラック代行輸送を実施する。

　④ VAC と VCA に対しては，ブロック線区 A，C の

中で折返し貨物列車とトラック代行との結合によ

る協力輸送，中長距離のトラック代行輸送と船舶

代行輸送を実施する。

　⑤ ブロック線区 B のバイパス線区が鉄道ネットワー

クにある場合は，平行線区における臨時列車増発

や列車組成車両数拡大による迂回輸送を行う。

　⑥ ブロック線区 B のバイパス線区がない場合は，

普段貨物列車が運行していない第二種鉄道事業線

区の回復整備による迂回輸送を行う。

　⑦ 上記の輸送対応策を同時に実施する。

　以上のいずれかの輸送対応策を施行するには，一定の

手配時間が必要であるため，ブロック線区 B の被災によ

る線区の輸送力は，平常状態に回復するまでに，段階的

に拡大すると考えられる。すなわち，ブロック線区 B に

おける災害時の輸送力は，図 3 に示すように，事業継続

計画とする各輸送対応策に基づいた輸送力の合計である。

　そこで，被災したブロック線区 B における輸送力の

低減量は，次の式 (2) に示すように，平常時の輸送力と

比較して計算することができる。

　　 � � �
�
�TT V t TT V TT VB

i
B

i
B

i

( ) ( ) ( )( ) ( ( ( ) ( )))
0

　         (2)

ここで，ΔTT(B)(V)： 被災したブロック線区 B における

輸送力の低減量。

　ti：災害時における輸送対応策 (i) の実施期間（日数）。

　TT(B)(V)： ブロック線区 B における平常時の輸送力　

（トン / 日またはコンテナ個数 / 日）。

　TTi
(B)(V)： 輸送対応策 (i) の実施期間 (ti) における災害

時の輸送力（トン/日またはコンテナ個数/日）。

　また，TT(B)(V) は，次の式 (3) に示すように，ブロック

線区 B に関わる各種輸送力の和である。

　　

TT V T VAB T VAC T VBA
T VBB T VBC
T VCA T VCB

B( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

� � �
� �
� �

            
(3)

　TTi
(B)(V) は，ブロック線区 B が不通となったとき，代

行輸送や迂回輸送などの輸送対応策 (i) による輸送力の

合計であり，次の式 (4) で表わされる。

　TT V T VST T VSS T VBRi
B i i i( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )� � �             (4)

ここで，T(i)(VST)：輸送対応策 (i) の実施期間 (ti) にお

けるトラック代行の輸送力（トン / 日
またはコンテナ個数 / 日）

　T(i)(VSS)： 輸送応策 (i) の実施期間 (ti) における船舶

代行の輸送力（トン/日またはコンテナ個

数/日）

　T(i)(VBR)： 輸送応策 (i) の実施期間 (ti) におけるバイ

パス線区や回復整備などによる迂回列車の

輸送力（トン / 日またはコンテナ個数 / 日）

４．社会的影響の分析

　現在の鉄道輸送においてはコンテナ輸送が主流となっ

ており，製造品貨物の割合が全体の 60% 以上，国民生活

に関わる貨物（食料工業品，宅配便，紙製品そして農産

品など）の割合が全体の 50% 以上を占めている。このた

め貨物鉄道線区が長期間不通となった場合は，生産活動，

図３　平常時と災害時の貨物鉄道の輸送力
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国民の日常生活に大きな影響を及ぼすと考えられる。

　以下では，2018 年の西日本豪雨による鉄道線区の被

災がもたらした社会的影響について考察する。

4. 1　定性的分析

（1）国内総生産 (GDP) への影響

　図 1 の拡大図と図 4 に示した線区 B が豪雨災害によっ

て被災し，100 日間不通となった。この期間には，同線

区を通過するコンテナ列車が運行不能となり，貨物鉄道

の輸送量が 3 割強失われた。一方，同期間における実質

国内総生産 (GDP) は前期比年率で 2.4% 減８）のマイナ

ス成長となることがわかった。線区 B の長期間不通に

よる貨物鉄道の輸送量低減が GDP のマイナス成長に影

響した可能性は否定できないと考えられる。

（2）物流の流通体系への影響

　先行調査研究９）によると，線区 B の主な輸送品目と

しては，上下方面とも宅配貨物や食料工業品，工業製品

が多いほか，上り方面では農産品，紙製品など，下り方

面では雑誌書籍や自動車部品などが多くなっている。

　工業品については，線区 B が不通となった期間に，

同線区の西側にある KS 地域の出荷指数が 4.2% 減少と

他の指標と比較して大きく落ち込んでおり，特に電子部

品・デバイス工業，食料品工業（飲料水等），印刷業等

が前年同月比で大きくマイナスとなった 10）。これらの製

造品は，いずれも線区 B の主要輸送品目であるから同

線区の不通との関連性が十分にあると考えられる。

　農産品については，KS 地域産野菜を，線区 B の東側

にある KT 地域へ出荷する流通体系への影響が生じた。

線区 B の不通期間において，KT 地域のある市場では，

KS 地域産野菜の入荷数量および売上額が減少したとと

もに，同市場の野菜入荷総量が前年比マイナス，売上額

が前年比プラスとなった 11）。結果として，「品薄，価格

上昇の両方を感じた」消費者が物価モニター全体の 3 割

を超え，品目別では野菜，ミネラルウォーターなどが多

くなっている 12）。KS 地域産野菜は線区 B の主な輸送品

目の一つである。このことから上り方面貨物列車の運行

不能による野菜の入荷減少そして値上がりにつながる可

能性が判明した。

（3）輸送体系への影響

　線区 B の長期間不通に伴い，平常時に同線区を通過

している鉄道貨物輸送の一部は，鉄道事業の BCP によ

る迂回輸送や代行輸送で行うが，残りの大部分の貨物輸

送は，荷主企業や物流関係者による代替輸送手段で対応

される。このため荷主側において出荷先や出荷時期の調

整という出荷調整を行う必要がある。

　これら代替輸送手段については，いずれもトラック

や船舶などに集中するため，鉄道線区の不通がトラッ

クや船舶の輸送増加につながり，トラックドライバー

図４　線区 B の不通期間における貨物鉄道の対応策

手配難に加え逆モーダルシフトが発生したと推測され

る９）13）。

4. 2　定量的分析

　ここでは，前章で述べたブロック線区の概念を用い

て，図 4 に示すように，被災した線区 B の西側を線区 A，

同東側を線区 C とする。線区 B の長期間不通による社

会的影響の指標の一つとして，二酸化炭素（CO2）排出

量という環境負荷の増加を分析する。

　平常時では，全国で平日 1 日当たり約 400 本のコンテ

ナ列車が運行しているが，線区 B を通過するコンテナ

貨物列車（往復）本数は，72 本 / 日で，平日 1 日の輸

送トン数は，約 35 千トン / 日である。これは，全国の 1
日当たり約 9 万トンの輸送量の 3 割強に相当する。

　線区 B が不通となった 100 日間では，4,359 本コンテ

ナ貨物列車が運転休止となった。この期間において，貨

物鉄道のBCPとしての輸送対応策は，図4に示すように，

まず線区 A と線区 C における折返列車を運行するとと

もに，トラックや船舶と連携した代行輸送によるコンテ

ナ輸送体制を構築した。そして，被災した線区 B や道

路などの復旧状況に合わせて，図 5 に示すように輸送力

を順次拡大のうえ最大で平常時の約 26% の 輸送力を確

保した。さらに，普段貨物列車が運行していない線区が

所有している旅客鉄道など，関係者の協調および協力に

より迂回線路が回復整備され，NGY 駅～ FO 駅間に迂

回列車を運行した。これらの迂回列車は経由線区の設備

の制約などにより，平常時の輸送力の 1% 程度であるが，

図５　線区 B における災害時の輸送力
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図６　平常時と災害時の鉄道貨物の輸送

法令などにより輸送方法が制限される貨物品目 (各種危

険品 )の輸送需要に対応した。

　以上のように，平常時に線区 B を通過する鉄道貨物

の大部分は，ほかの代替輸送手段で対応することが避け

られない。鉄道輸送は営業用トラック輸送に比べ CO2

排出量が約 1/11 と環境負荷が低く 14），線区 B の不通期

間に代替輸送を行うことは，環境負荷の増加につながる

と考えられる。このため，2018 年の西日本豪雨による

線区 B の被災による環境負荷 (CO2 排出量 )の増加がど

れだけにあるかについて，平常時と災害時の鉄道貨物の

輸送を比較して試算してみる。

　図 6 は，平常時と災害時における鉄道貨物の輸送の概

念図を示す。この概念図では，平常時には貨物鉄道の輸

送力で輸送される貨物が，災害時には，貨物鉄道事業の

輸送対応策による輸送力と，代替輸送および荷主の出荷

調整によって対応されることを示す。

　そこで，線区 B に対する分析においては，まず，平

常時の平日 1 日当り輸送量（約 35 千トン）における曜

日波動を考慮し，同線区不通となった 100 日間の日ごと

の鉄道貨物の量を推定する。次に，図 4 と図 5 に示す

貨物鉄道の輸送対応策 (代行・迂回輸送 )に，荷主企業

や利用運送事業者などによる代替輸送を加えて各輸送手

段の輸送量を算出する。この計算結果をベースに，線区

B を通過する貨物がコンテナ列車で輸送される場合とト

ラック・船舶そして迂回列車で輸送される場合との CO2

排出量比較 15）16）を行い，環境負荷の増加量を算出する。

　結果としては，線区 B の不通期間における CO2 排出

量が約 20 万トン増加したことが判明した。なお，この

計算において，トラック輸送の CO2 排出量は，線区 B
の不通区間のみを走行することを前提として計算した

が，実際には，トラック輸送がもっと長い距離を走る部

分があると推測できるので，実態は今回算出した CO2

排出増加量よりも多い可能性があると考えられる。

５．まとめ

　本研究では，自然災害によって鉄道線区が不通となっ

た場合に，貨物鉄道の輸送対応策や代替輸送手段などを

検討するとともに，災害時の輸送力低減量について，ブ

ロック線区の概念を用いて輸送力の OD 表の設計により

分析した。また，ケーススタディにより，被災した線区

の不通期間に生じた社会的影響に関する定性的および定

量的分析を行い， CO2 排出量という環境負荷の増加が小

さくなかったことを確認した。今後は，社会基盤インフ

ラの維持と強靭化を念頭におき，貨物鉄道輸送に関する

研究開発をさらに進めていきたいと考えている。
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